
【議事内容】（意見一部抜粋）

■◆議題1･･･新・重点課題　活動報告
自治体・保健所間での情報連携の仕組みを作ることより先に、国と各自治体との指揮系統を
確立するなど危機管理体制の整理が必要。また、自衛隊においても、機動力を発揮させる
ために指揮・命令権限を明確にしないといけない。

■◆議題2･･･2020年度重点課題　委員会開催報告
①「国家財政の見える化」の実現に向けて

・国民に関心を持ってもらえるよう、工夫することが大切。広く国民に周知させ、国民からの
うねりとして盛り上げることが重要。

・財政の見える化、3ヵ年予算制度を導入ということになれば都道府県、市町村にも導入する
ことになる。活動の支えとして国民を味方に付けるためにも、国民にとってのメリットを
示すべき。

②「生活者としての外国人」の受入れ体制の構築に向けて
・外国人受入れに関して、人権・ジェンダーは最も大事な視点。日本国憲法で基本的人権が

保障されている日本国民においても人権に関する様々な問題が存在する中、外国人に
おいては尚更問題となる可能性が高い。

・「外国人の受入れ基本指針」は地域コミュニティとしても採択を検討したい。
③「エネルギー・原発問題」の国民的議論に向けて

・生団連には多くの企業が加盟している。例えば、各々の生団連会員企業が再エネ推進に
関する目標を掲げれば、政官に対する影響力は非常に大きいと考える。

④「生団連 災害支援スキーム」での実効性がある支援実現に向けて
・災害対応は、司令塔に情報が集まる仕組みが重要。需要について情報が集まり、それを

もとに各地域に物資を届ける体制を築いてほしい。

■◆議題3･･･(1)研究課題　プラスチック問題研究会　進捗報告
(2)国民のための「デジタル化」改革であるために

■◆議題4･･･地域生団連　今後の予定について
■◆議題5･･･ジェンダー主流化委員会の立ち上げについて

堺市消費生活協議会 山口会長から発議
◦男性の働き方改革を推進しないと、女性が生涯働くことができる環境整備も伴わない。

生団連においてジェンダーに関する研究・議論を深めていくべきだと思う。
◦女性だけでなく、男性にもジェンダーに関して抱えている課題がある。特定の性別に拘り

すぎず、人として当たり前の生活をしていくための課題設定をしてほしい。

第7回 消費者部会
2020年11月18日(水) 14:00～16:00
株式会社ゼンショーホールディングス役員会議室（オンラインも併用）

消費者部会とは
Check

Point

消費者団体及びその他消費生活関連団体を

構成員として、生団連の重点課題などについて

生活者・消費者目線での意見の集約や議論を

行う会です。
消費者部会での議論と、生団連全体への

情報展開や意見の共有、外部への発信・提言を

通じて、「国民の生活・生命を守る」という

生団連の理念遂行を目指しています。

▲東京都地域婦人団体連盟
谷茂岡会長

▲消費者市民社会をつくる会
阿南代表理事 （消費者部会長）

▲埼玉県地域婦人会連合会
柿沼会長

この「複数年度予算制度」の法定化に関する是非や実現可能性について、立法過程や
予算と法律の関係をご専門とされている帝京大学の夜久教授にお話を伺うことが出来
ました。

法定化に向けた道筋が整理され、今後、中長期の財政運営に関する法案要綱を作成
するにあたり、大変貴重な時間となりました。

ZWF本坊 興一 会長は、本会の趣旨として、「生団連から直接情報共有を
受けることで、生団連が取り組んでいる国家的課題について社員一人ひとりが
考えるきっかけとしたい」と約20名の参加者に説明されました。

事務局から生団連設立の背景やその意義、各重点課題について共有した
あとは、参加者をグループ分けして、各重点課題に関するフリーディスカッションが
行われました。
「国民として一人ひとりが考えなければならない課題と強く感じた」
「いち生活者として、現場の問題を生団連に共有していきたい。定期的に

こういった会が開かれると大変良い」
といった声を多くいただきました。

また、ゼンショーグループからも依頼を受け、社員の皆さまと意見交換会を
開催いたしました。

生団連は今後も、会員内組織で生団連の理解が深まるよう、積極的に発信を
行ってまいります。

「複数年度予算制度」について
帝京大学 夜久 仁 教授よりお話を伺いました

会員との意見交換会を実施しています

生団連では、国家の経済成長等も勘案した持続可能な財政運営を
実現するため、現行の予算制度を改め、複数年にわたる財政規律を
法定化することによる予算統制を行う必要があると考えています。

生団連会員であるゼンショーグループの労働組合連合会（ZWF）
からの依頼を受け、ZWF主催の勉強会にて、事務局が生団連の
意義や取り組み課題について情報・意識共有を行いました。

▲ゼンショーグループ労働組合連合会と

▲ゼンショーグループの社員の皆様と

事務局スタッフも加わり
フリーディスカッションを行いました

▲夜久教授「ある程度の公債発行等を容認しつつも、持続可能性のある財政運営を
目指すことが現実的。」

▲ホワイトボードも用いて、分かり易くご説明いただきました。

「国家財政の
見える化」委員会 より

▲お話を伺った夜久教授
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